
Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.1 

Ⅴ.会計処理と税務処理 

1．会計処理の基本 

社会福祉法人会計基準では、都道府県等の実施する退職共済制度の会計処理について、下記Ａ～Ｃの処理

を選択できるとしていますが、共済会ではＣ（簡便法）の会計処理を基本としています。 

Ａ（原則法）：退職給付引当資産は掛金累計額、退職給付引当金は期末要支給額で計上する方法 

Ｂ（簡便法）：退職給付引当資産・退職給付引当金ともに、期末要支給額で計上する方法 

Ｃ（ 〃 ）：退職給付引当資産・退職給付引当金ともに、掛金累計額で計上する方法 

※ 上記“掛金”は、本会の制度上は“出資金”に該当します。 

 

（１）出資金の払い込み 

① 会員出資金・第２出資金の処理方法 

・貸借対照表上は、納付時に“その他の固定資産”に計上します。 

・資金収支計算書上は、“その他の活動による収支の支出”、“積立資産支出”に計上します。 

 

② 職員出資金の処理方法 

・職員出資金は、給与天引きにより職員から徴収し、共済会に納付して下さい。 

・職員出資金の資産計上は不要です。 

 

（２）退職給付引当金の計上 

事業活動計算書上は、会員出資金・第２出資金を“サービス活動増減の部-人件費の退職給付費用”と

し、同時に退職金支払のための費用計上として、会員出資金額に対応する退職給付債務を固定負債の退

職給付引当金への繰り入れ分として計上します。 

 

（３）共済会から会員に対する退職一時金の支給 

① 退職一時金支払資金の支給 

・資金収支計算書上、会員の収入に計上します。 

・事業活動計算上は、“その他の固定資産に積み立てていた会員出資金が戻ってきた”という処理

をします。 

 

② 職員出資金累計額の返金 

退職時までに積み立てた職員出資金累計額は、退職一時金支給時に合算して送金となり、その時

点で預り金として計上します。 

 

（４）会員から職員に対する退職一時金の支給 

① 退職一時金の支給 

資金収支計算書上は、退職一時金の支給額を支出に計上します。 

事業活動計算書上は、退職給付引当金を取り崩すことにより退職金を支払いますが、退職一時金

の内、退職給付引当金を超える額だけ支出に計上することになります。 

 

② 職員出資金累計額の支給 

預り金を取り崩し、職員出資金累計額を支出して下さい。 

 

（５）脱退給付金の支給 

職員出資金分の脱退により脱退給付金が共済会から会員（施設・団体）口座に入金された場合、預り

金として計上し、職員への支払い時点で預り金から支出して下さい。 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.2 

２．各会計基準に基づく会計処理の一覧 

事例に合わせた仕訳例、税務処理方法を掲載していますので、該当する各ページをご覧下さい。 

基準名 事例 仕訳処理の実例 対象ページ 

社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準 

（
平
成
２
３
年
基
準
） 

【事例.Ａ】 

出資金・掛金納付時 

・出資金（掛金）納付 

・資産・負債計上 

（Ⅴ.会計処理と 

税務処理 内） 

P.4 

【事例.Ｂ】 

退職一時金受給時 

（会員出資金累計額＜退職一時金） 

・現金主義による処理 

→【事例.B-1】退職者口座へ直接送金 

→【事例.B-2】共済会から法人口座へ送金 

P.6 

・発生主義による処理 

→【事例.B-3】退職者口座へ直接送金 

→【事例.B-4】共済会から法人口座へ送金 

P.7 

【事例.Ｃ】 

退職一時金受給時 

（会員出資金累計額＞退職一時金） 

・現金主義による処理 

→【事例.C-1】退職者口座へ直接送金 

→【事例.C-2】共済会から法人口座へ送金 

P.9 

・発生主義による処理 

→【事例.C-3】退職者口座へ直接送金 

→【事例.C-4】共済会から法人口座へ送金 

P.10 

【事例.Ｄ】 

退職年金受給時 
＊仕訳例の記載なし P.11 

【事例.Ｅ】 

継続異動・配置換時 

・異動前施設の処理 

・異動後施設の処理 
P.12 

【事例.Ｆ】 

加入 1年未満での退職時 
・資産の取崩しの処理 P.13 

決算時の確認処理 ＊出資金累計額の確認（仕訳例なし） P.14 

平
成
２
０
年 

公
益
法
人
会
計
基
準 

【事例.Ｇ】 

出資金・掛金納付時 

・出資金（掛金）納付 

・資産・負債計上 
P.15 

【事例.Ｈ】 

退職一時金受給時 

（会員出資金累計額＜退職一時金） 

・現金主義による処理 

→退職者口座へ直接送金 
P.16 

【事例.Ｉ】 

退職一時金受給時 

（会員出資金累計額＞退職一時金） 

・現金主義による処理 

→退職者口座へ直接送金 
P.16 
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３．「社会福祉法人会計基準（平成 23 年基準）」に基づく会計処理と仕訳例 

（１）出資金・掛金納付時の会計処理の流れ 

【使用する帳票】 

・「領収書/出資金・掛金請求明細書内訳」 

・「被共済職員簿」 

 

●「会員出資金」、「第２出資金」 

→ 退職給付費用から支出し、退職給付引当資産と退職給付引当金に計上 

●「会員掛金」 

→ 福利厚生費から支出 

●「職員出資金」、「職員掛金」 

→ 預り金から支出           という処理を行っていきます。 

 

＊ 領収書/出資金・掛金請求明細内訳 - サンプル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 被共済職員簿 - サンプル 
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【事例.Ａ】出資金・掛金納付時（科目は上段より大・中・小科目の順に記載） 

・前ページ掲載の請求内容で、仕訳例を作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 給与支給時に、

職員出資金・掛金を

控除する 

    

    

預金 預り金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

 職員出資金分   

44,765 44,765   

    

    

預金 預り金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

 職員掛金分   

 12,600 12,600   

② 職員出資金・掛

金を納付する 

（自動引落しの場合、

毎月 27 日。休業日の

場合は翌営業日） 

    

    

預り金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

職員出資金分    

44,765 44,765   

    

    

預り金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

職員掛金分    

12,600 12,600   

③ 会員（第 2）出資

金を納付する 

  (その他の活動による収支)  

その他固定資産 預金 積立資産支出 支払資金 

退職給付引当資産  退職給付引当資産支出  

共済会退職手当預け金  共済会会員(第 2)出資金  

106,355 106,355 106,355 106,355 

 貸借対照表・事業活動計算書 資金収支計算書 

④ 共済会に掛金を

納付する 

(サービス活動増減の部)  (事業活動による収支)  

事務費 預金 事務費支出 支払資金 

福利厚生費  福利厚生費支出  

共済会会員掛金  共済会会員掛金  

4,230 4,230 4,230 4,230 

⑤ 退職給付引当金

を計上する 

(サービス活動増減の部)    

人件費 固定負債   

退職給付費用 退職給付引当金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

共済会退職給付費用 共済会退職給付引当金   

106,355 106,355   
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（２）退職一時金受給時の会計処理の流れ 

退職一時金受給時は、 

・会員出資金累計額と退職一時金額の大小 

・法人内部での会計処理の原則（現金主義・発生主義） 

によって仕訳内容が変わり、一覧にまとめると下記のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）退職一時金受給時の会計処理の流れ 

【使用する帳票】 

・「退職一時金支給決定通知書」 

 

   二重線で囲った枠内が仕訳の際に必要な内容です。 

・「支給合計額」 

→指定口座へ送金となる額 

・「退職一時金」 

→退職所得の対象となる額 

（支給合計額－職員出資金累計額） 

・「職員出資金累計額」 

→“預り金”として戻る額 

・「会員負担分出資金累計額」 

→退職給付引当資産と退職給付引当金の 

取り崩しの額（第 2 出資金を含む） 

 

※ 支給決定通知書は施設毎に作成し、届け出されている 

送付先へ発送しています。 
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【事例.Ｂ】退職一時金受給時（会員出資金累計額 ＜ 退職一時金 の場合） 

＊ 決定通知内の二重線部分より、サンプル抜粋 

 

 

 

 

a.「支給合計額」・・・・・・・・・2,125,110 円 

b.「退職一時金」・・・・・・・・・1,585,880 円 

c.「職員出資金累計額」・・・・・・ 539,230 円 

d.「会員負担分出資金累計額」・・・1,315,025 円   ※ b-d＝270,855 円 

 

【事例.B-1】（現金主義で）共済会から退職者口座へ直接送金 

→ 法人（施設）では金銭の動きはないが、法人（施設）の退職金として会計処理をする。 

 
貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 退職金の支払い

（会員出資金累計額

分の取崩し） 

  (事業活動による収支) (その他の活動による収支) 

固定負債 その他の固定資産 人件費支出 積立資産取崩収入 

退職給付引当金 退職給付引当資産 退職給付支出 退職給付引当資産取崩収入 

共済会退職給付引当金 共済会退職手当預け金 共済会退職金 共済会退職手当金収入 

1,315,025 1,315,025 1,315,025 1,315,025 

 事業活動計算書 資金収支計算書 

② 退職金の支払い

（退職一時金と会員

出資金累計額の差額） 

(ｻｰﾋﾞｽ活動増減の部) (ｻｰﾋﾞｽ活動増減の部) (事業活動による収支) (事業活動による収支) 

人件費 その他の収益 人件費支出 その他の収入 

退職給付費用 雑収益 退職給付支出 雑収入 

共済会退職給付費用 共済会退職手当金収益 共済会退職金 共済会退職手当金収入 

270,855 270,855 270,855 270,855 

 

【事例.B-2】（現金主義で）共済会から法人口座へ送金 

 
貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 支払資金取崩し

(会員出資金累計額分) 

   (その他の活動による収支) 

 その他の固定資産  積立資産取崩収入 

預金 退職給付引当資産 支払資金 退職給付引当資産取崩収入 

 共済会退職手当預け金  共済会退職手当金収入 

1,315,025 1,315,025 1,315,025 1,315,025 

 貸借対照表・事業活動計算書 資金収支計算書 

② 支払資金受入れ

（退職一時金と会員

出資金累計額の差額） 

 (ｻｰﾋﾞｽ活動増減の部)  (事業活動による収支) 

 その他の収益  その他の収入 

預金 雑収益 支払資金 雑収入 

 共済会退職手当金収益  共済会退職手当金収入 

 270,855 270,855 270,855 270,855 

 貸借対照表 資金収支計算書 

③ 職員出資金累計

額分を預かり処理 

    

    

預金 預り金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

539,230 539,230   
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 貸借対照表 資金収支計算書 

④ 退職金の支払い

（＝会員出資金累計額分） 

  (事業活動による収支)  

固定負債  人件費支出  

退職給付引当金 預金 退職給付支出 支払資金 

共済会退職給付引当金  共済会退職金  

1,315,025 1,315,025 1,315,025 1,315,025 

 貸借対照表・事業活動計算書 資金収支計算書 

⑤ 退職金の支払い

（退職一時金と会員

出資金累計額の差額） 

(サービス活動増減の部)  (事業活動による収支)  

人件費  人件費支出  

退職給付費用 預金 退職給付支出 支払資金 

共済会退職給付費用  共済会退職金  

270,855 270,855 270,855 270,855 

 貸借対照表 資金収支計算書 

⑥ 職員出資金分の

支払い 

    

    

預り金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

539,230 539,230   

 

【事例.B-3】（発生主義で）共済会から退職者の口座へ直接送金 

 
貸借対照表・事業活動計算書 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 支払資金取崩し

(会員出資金累計額) 

   (その他の活動による収支) 

 その他の固定資産  積立資産取崩収入 

未収金 退職給付引当資産 支払資金 退職給付引当資産取崩収入 

 共済会退職手当預け金  共済会退職手当金収入 

1,315,025 1,315,025 1,315,025 1,315,025 

② 支払資金の未収

計上 

（退職一時金と会員

出資金累計額の差額） 

 (ｻｰﾋﾞｽ活動増減の部)  (事業活動による収支) 

 その他の収益  その他の収入 

未収金 雑収益 支払資金 雑収入 

 共済会退職手当金収益  共済会退職手当金収入 

 270,855 270,855 270,855 270,855 

③ 退職金の未払い

計上 

(会員出資金累計額) 

  (事業活動による収支)  

固定負債  人件費支出  

退職給付引当金 未払金 退職給付支出 支払資金 

共済会退職給付費用  共済会退職金  

1,315,025 1,315,025 1,315,025 1,315,025 

④ 退職金の支払い

（退職一時金と会員

出資金累計額の差額） 

(サービス活動増減の部)  (事業活動による収支)  

人件費  人件費支出  

退職給付費用 未払金 退職給付支出 支払資金 

共済会退職給付費用  共済会退職金  

270,855 270,855 270,855 270,855 

⑤ 未収・未払金の

相殺処理 

(退職金送金日) 

    

    

未払金 未収金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

1,585,880 1,585,880   
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【事例.B-4】（発生主義で）共済会から法人口座へ送金 

※ ①～④までの処理は、【事例.B-3】と同じ仕訳 

 
貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

⑤´ 共済会から預

り金を収入 

（送金日・職員出資

金累計額） 

    

    

預金 預り金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

539,230 539,230   

⑥´ 退職支払い資

金の収入処理 

    

    

預金 未収金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

 1,585,880 1,585,880   

⑦´ 法人から退職

者への送金 

(職員出資金累計額) 

    

    

預り金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

539,230 539,230   

⑧´ 法人から退職

者への送金 

(退職一時金分の処理) 

    

    

未払金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

1,585,880 1,585,880   
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【事例.Ｃ】退職一時金受給時（会員出資金累計額 ＞ 退職一時金 の場合） 

 

 

 

 

e.「支給合計額」・・・・・・・521,080 円 f.「退職一時金」・・・・・・・・342,405 円 

g.「職員出資金累計額」・・・・178,675 円 h.「会員負担分出資金累計額」・・424,825 円 

※ h-f＝82,420 円 

【事例.C-1】（現金主義で）共済会から退職者口座へ直接送金 

 
貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 退職者分の資産

取崩し・退職給付引

当金戻入れ 

（会員出資金累計額） 

    

固定負債 その他の固定資産   

退職給付引当金 退職給付引当資産 （仕訳なし） （仕訳なし） 

共済会退職給付引当金 共済会退職手当預け金   

424,825 424,825   

 貸借対照表・事業活動計算書 資金収支計算書 

② 退職金の支払い

（退職一時金額） 

  (事業活動による収支) (その他の活動による収支) 

  人件費支出 積立資産取崩収入 

（仕訳なし） （仕訳なし） 退職給付支出 退職給付引当資産取崩収入 

  共済会退職金 共済会退職手当金収入 

  342,405 342,405 

 

【事例.C-2】（現金主義で）共済会から法人口座へ送金 

 
貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 退職者分の資産

取崩し 

（退職一時金額） 

   (その他の活動による収支) 

 その他の固定資産  積立資産取崩収入 

預金 退職給付引当資産 支払資金 退職給付引当資産取崩収入 

 共済会退職手当預け金  共済会退職手当金収入 

342,405 342,405 342,405 342,405 

② 退職者分資産取

崩し・退職給付引当

金戻入れ 

(会員出資金累計額と

退職一時金の差額) 

    

固定負債 その他の固定資産   

退職給付引当金 退職給付引当資産 （仕訳なし） （仕訳なし） 

共済会退職給付引当金 共済会退職手当預け金   

 82,420 82,420   

③ 職員出資金分を

預かり計上 

(職員出資金累計額) 

    

    

預金 預り金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

178,675 178,675   

④ 退職金の支払い 

（退職一時金額） 

  (事業活動による収支)  

固定負債  人件費支出  

退職給付引当金 預金 退職給付支出 支払資金 

共済会退職給付引当金  共済会退職金  

342,405 342,405 342,405 342,405 

⑤ 退職金職員負担

分を支払い 

(職員出資金累計額) 

    

    

預り金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

178,675 178,675   



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.10 

【事例.C-3】（発生主義で）共済会から退職者の口座へ直接送金 

 
貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 引当資産取崩し 

(退職一時金額) 

   (その他の活動による収支) 

 その他の固定資産  積立資産取崩収入 

未収金 退職給付引当資産 支払資金 退職給付引当資産取崩収入 

 共済会退職手当預け金  共済会退職手当金収入 

342,405 342,405 342,405 342,405 

② 退職共済損失計上 

(会員出資金累計額と

退職一時金の差額) 

    

固定負債 その他の固定資産   

退職給付引当金 退職給付引当資産 （仕訳なし） （仕訳なし） 

共済会退職給付引当金 共済会退職手当預け金   

82,420 82,420   

③ 退職金未払計上 

(退職一時金額) 

＊退職給付引当金戻入れ 

  (事業活動による収支)  

固定負債  人件費支出  

退職給付引当金 未払金 退職給付支出 支払資金 

共済会退職給付引当金  共済会退職金  

342,405 342,405 342,405 342,405 

④ 退職金の支払い 

（退職一時金額） 

    

    

未払金 未収金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

342,405 342,405   

 

【事例.C-4】（発生主義で）共済会から法人口座へ送金 ※ ①～③までの処理は【事例.C-3】と同じ仕訳 

 
貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

④´共済会から預

り金を収入 

(職員出資金累計額) 

    

    

預金 預り金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

178,675 178,675   

⑤´ 退職資金の収

入処理 

(退職一時金額) 

    

    

預金 未収金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

342,405 342,405   

⑥´ 法人から退職

者への送金日 

(職員出資金累計額) 

    

    

預り金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

178,675 178,675   

⑦´ 法人から退職

者への送金日 

(退職一時金額) 

    

    

未払金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

342,405 342,405   

 

 

 

 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.11 

（４）退職年金受給時の会計の流れ 

【事例.Ｄ】退職年金受給時 

【使用する帳票】 

「年金受給者会計処理表」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【退職年金の会計処理に関する留意点】 

・「年金受給者会計処理表」は、「被共済職員別会員出資金一覧表」送付時（毎年 3 月下旬頃）に対

象者がいる法人・施設宛にのみ送付していますので、一年分をまとめて会計処理をしてください。 

※ 帳票送付時に仕訳例を同封しておりますので、そちらを参照ください。 

 

・退職年金は、会員の退職年金規程に基づく自社年金として、税法上公的年金等の雑所得となりま

す（退職一時金は退職所得として扱われます）。 

 

・退職年金支給決定後直近の支給月(支給日は 2・5・8・11 月の各 20 日)から 10 年間（受給期間）、

収入・支出の処理と資産・負債計上額の取崩しの会計処理が必要となります。 

 

・源泉徴収の手続きは金融機関が行うため、会員（施設）での税務処理は不要となります。ただし、

年金受給者は確定申告が必要な場合があります。 

 

※ 支出科目について 

退職年金の支給金額が大きくなった場合は、小区分科目として、事業活動計算書には「共済会

年金給付費用」、資金収支計算書には「共済会退職年金」を設けて処理するのが望ましいとされて

います。 

 

 

 

 

１．基礎情報

~

２．令和元年度 退職年金支払い合計額

A

B

C

D

③ ④ ⑤

＊職員出資金控除額計算方法

→小数点第３位以下切上げ

→小数点以下切捨て

→小数点以下切上げ

＊会員出資金取崩額計算方法

→上記④と合致

３．社会福祉法人新会計基準（平成２３年基準）での会計処理

⑤ ⑤ ⑤ ⑤

④ ④ ④ ④

４．年金受給者の令和元年度末 会員出資金累計額

④ 327,960 3,607,560

327,960 327,960 327,960 327,960

前年度末会員出資金合計額

-

当年度会員出資金取崩額

＝

当年度末会員出資金合計額

3,935,520

　退職給付引当資産 　退職給付支出 　退職給付引当資産取崩収入

　　共済会退職給付引当金 　　共済会退職手当預け金 　　共済会退職金 　　共済会退職手当金収入

退職者分資産取崩し及び

退職給付引当金戻し入れ

（事業活動による収支） （その他の活動による収支）
固定負債 その他の固定資産 人件費支出 積立資産取崩収入

　退職給付引当金

　　共済会退職給付費用 　　共済会退職手当金収益 　　共済会退職金 　　共済会退職手当金収入

281,923 281,923 281,923 281,923

人件費 その他の収益 人件費支出 その他の収入

　退職給付費用 　雑収益 　退職給付支出 　雑収入

資金収支計算書仕訳処理

借方科目 貸方科目 借方科目 貸方科目

共済会退職金の支給

（サービス活動増減の部） （サービス活動増減の部） （事業活動による収支） （事業活動による収支）

貸借対照表・事業活動計算書仕訳処理

3,935,520 10 120 327,960

送金日ごとの控除額

(上記②に 該当)149,899 12

会員出資金額
×

月数（カ月）
÷

総支払回数
＝

会員出資金取崩額

控除額
×

送金日ごとの

支払い 対象月数
÷

月数（カ月）
＝

年金年額
×

控除率
＝

控除額

881,760 17.0% 149,899

職員出資金累計額
÷

退職年金総額
＝

控除率

1,458,780 8,817,600 17.0%

98,388 84,577

Total 734,800 124,917 609,883 327,960 281,923

2020.2.20 2019年 11月・12月・2020年1月 220,440 37,475 182,965

2019.11.20 2019年 8月・9月・10月 220,440 37,475 182,965 98,388 84,577

2019.8.20 2019年 4月・5月・6月・7月 293,920 49,967 243,953 131,184 112,769

会員出資金

取崩額 ④

雑収入

（ ⑤＝①-②-④）

2019.5.20 2019年 0 0 0 0 0

受給期間 2019年4月1日 2029年3月31日 職員出資金累計額 1,458,780

送金日 対象年月 年金支給額 ①
控除額 ②

（ 職員出資金）
（ ③＝①-②）

退職時所属施設 【施設名】 09 退職時会員出資金累計額 3,935,520
退職日 2019年3月31日 前年度末会員出資金合計額 3,935,520

120回
退職時所属法人 【法人名】 0903 退職年金総額 8,817,600

令和元年度末　年金受給者会計処理表 2019年4月　受給開始 0903-09

該当者氏名 【職員氏名】
0903-09 退職年金月額 73,480

支払回数



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.12 

（５）継続異動や配置換による会計処理 

【使用する帳票】 

・「被共済職員継続異動確認通知書」・・・継続異動の場合 

・「被共済職員配置換確認通知書」・・・・配置換の場合 

※ いずれも、毎月の領収・請求書関係書類と同封して発送しています。 

 

＊ 被共済職員継続異動確認通知書サンプル（配置換も同内容の記載があります） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例.Ｅ】継続異動・配置換時 

① 異動前施設での処理 

会員出資金累計額の“取崩し”（資産・負債の取崩し）を行う。 

貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

    

固定負債 その他の固定資産   

退職給付引当金 退職給付引当資産 （仕訳なし） （仕訳なし） 

共済会退職給付引当金 共済会退職手当預け金   

841,650 841,650   

 

② 異動後施設での処理 

会員出資金累計額の“計上”（資産・負債の計上）を行う。 

貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

    

その他の固定資産 固定負債   

退職給付引当資産 退職給付引当金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

共済会退職手当預け金 共済会退職給付引当金   

841,650 841,650   



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.13 

（６）加入 1 年未満での退職による会計処理 

【使用する帳票】 

「被共済職員退職確認通知書（一年未満）」 

※ 毎月の領収・請求書関係書類と同封して発送しています。 

 

＊ 通知書サンプル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例.Ｆ】加入 1 年未満での退職時 

・加入期間が 1 年未満（職員出資金の返戻のみ発生）の場合は、会員出資金累計額の取崩し（資産の

取崩し）を行う。 

・第２出資金がある場合は、併せて取崩し処理を行う。 

 

貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

    

固定負債 その他の固定資産   

退職給付引当金 退職給付引当資産 （仕訳なし） （仕訳なし） 

共済会退職給付引当金 共済会退職手当預け金   

23,715 23,715   

 

※ 法人退会時の処理について 

法人が退会する場合、会員分の支給が発生しないため、会員出資金（第 2 出資金）の取崩し処理が必

要となります。 

 

 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.14 

（７）決算時における確認処理 

毎年 3月下旬頃に、各種出資金累計額の確認作業に使用する帳票として、 

 

① 会員出資金累計額算定一覧表       ② 被共済職員別会員出資金一覧表 

③ 被共済職員別第 2 出資金一覧表      ④ 出資金月別請求入金状況一覧 

⑤ 退職者一覧表              ⑥ 継続異動者一覧表 

⑦ 配置換者一覧表             ⑧ 休職・中断履歴一覧表 

⑨ 脱退者一覧表              ⑩ 被共済職員別職員出資金一覧表 

⑪ 年金受給者会計処理表            （※ ③・⑤～⑪については発生施設のみ送付） 

 

上記の各帳票を発送しています。 

なお、各累計額の確認方法は累計帳票発送時に同封しておりますので、そちらでご確認ください。 

 

 

＊ Point ～出資金累計額に関する基本事項～  

① 年度単位での出資金累計額算出 

当年度末の会員出資金累計額と第２出資金累計額を合算すると、当年度末の会員負担分出資金累計

額となります。 

 

 

 

 

 

 

 

② 前年度分から当年度にかけての出資金累計額算出 

前年度末時点での出資金累計額に、当年度内に発生した内容を増減させることで、当年度末の出資

金累計額が算出されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当年度末 

会員出資金累計額 

当年度末 

第２出資金累計額 

当年度末 

会員負担分出資金

累計額 

前年度末 

会員負担分出資金

累計額 

＋ 当年度 会員出資金払込額 

＋ 当年度 第２出資金払込額 

－ 退職者の会員負担分合計額 

± 継続異動者の異動時会員負担分合計額 

± 配置換異動者の異動時会員負担分合計額 

当年度末 

会員負担分出資金

累計額 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.15 

４．「平成 20 年公益法人会計基準」に基づく会計処理と仕訳例 

【事例.Ｇ】出資金・掛金納付時 （事例.Ａで使用した請求内容で仕訳例を作成します） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
貸借対照表・事業活動計算書 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 給与支給時に、

職員出資金・掛金を

控除する 

    

    

預金 預り金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

 職員出資金分   

44,765 44,765   

    

    

預金 預り金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

 職員掛金分   

 12,600 12,600   

② 職員出資金・掛

金を納付する 

（自動引落しの場合、

毎月 27 日。休業日の

場合は翌営業日） 

    

    

預り金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

職員出資金分    

44,765 44,765   

    

    

預り金 預金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

職員掛金分    

 12,600 12,600   

③ 会員（第 2）出資

金を納付する 

  (投資活動収支の部)  

管理費  特定資産取得支出  

管理人件費 預金 共済会退職手当預け金取得支出 支払資金 

退職給付費用    

106,355 106,355 106,355 106,355 

④ 共済会に掛金を

納付する 

    

管理費  管理費支出  

管理人件費 預金 管理人件費支出 支払資金 

福利厚生費  福利厚生費支出  

4,230 4,230 4,230 4,230 

⑤ 会員出資金を計

上する 

    

特定資産 固定負債   

共済会退職手当預け金 退職給付引当金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

106,355 106,355   

 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.16 

【事例.Ｈ】退職一時金受給時（現金主義・退職者口座へ直接送金 / 会員出資金累計額＜退職一時金 の場合） 

 

 

 

 

a.「支給合計額」・・・・・・・2,125,110 円 b.「退職一時金」・・・・・・・・1,585,880 円 

c.「職員出資金累計額」・・・・ 539,230 円 d.「会員負担分出資金累計額」・・1,315,025 円 

※ b-d＝270,855 円 

 

 
貸借対照表・事業活動計算書 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 退職金の支払い 

（退職一時金と会員

出資金累計額の差額） 

    

管理費 雑収益 管理費支出 雑収入 

管理人件費 雑収益 管理人件費支出 雑収入 

退職給付費用  退職給付支出  

270,855 270,855 270,855 270,855 

② 退職金の支払い

(会員出資金累計額） 

＊退職者分資産取崩

し+退職給付引当金戻

入れ 

   (投資活動収支の部) 

固定負債 特定資産 管理費支出 特定資産取崩収入 

退職給付引当金 共済会退職手当預け金 管理人件費支出 その他の収入 

  退職給付支出  

1,315,025 1,315,025 1,315,025 1,315,025 

 

【事例.Ｉ】退職一時金受給時（現金主義・退職者口座へ直接送金 / 会員出資金累計額＞退職一時金 の場合） 

 

 

 

 

e.「支給合計額」・・・・・・・・521,080 円 f.「退職一時金」・・・・・・・・・342,405 円 

g.「職員出資金累計額」・・・・・178,675 円 h.「会員負担分出資金累計額」・・・424,825 円 

※ h-f＝82,420 円 

 

 
貸借対照表 資金収支計算書 

借 方 貸 方 借 方 貸 方 

① 退職金の支払い 

(退職一時金額) 

＊退職者分資産取崩

し+退職給付引当金戻

入れ 

(負債の部) (資産の部)  (投資活動収支の部) 

固定負債 その他の固定資産 管理費支出 積立資産取崩収入 

退職給付引当金 退職給付引当資産 管理人件費支出 共済会退職手当預け金取崩収入 

  退職給付支出  

342,405 342,405 342,405 342,405 

② 退職金の支払い 

（会員出資金累計額

と退職一時金の差額） 

(負債の部) (資産の部)   

固定負債 特定資産   

退職給付引当金 共済会退職手当預け金 （仕訳なし） （仕訳なし） 

    

82,420 82,420   

 

※ 発生主義による処理、施設口座へ入金する処理、継続・配置換異動の処理に関する仕訳例については、

社会福祉法人会計基準における事例（Ⅴ.会計処理と税務処理/P.3～）をご参照ください。 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.17 

５．税務処理 

会計処理と併せて、退職金の支給に伴う各種税務処理が必要となります。 

税金の種類により必要となる書類や、作業内容の一覧は下記の通りです。 

※ 退職年金で受給の場合は年金額から所得税が差し引かれており、法人で行う処理はありません。 

 

種類 対象書類 等 提出先 作成時期 備考 

所 

得 

税 

退職所得の受給に 

関する申告書 
税務署 退職金請求時 

・法人にて、税法上で定められた期間の

保管が必要です 

・マイナンバーの記載があるため、取り

扱いに注意してください 

給与所得・退職所得等の

所得税徴収高計算書 
税務署 

送金日の翌月 

10 日まで 

（納付特例を除く） 

・退職者が発生し、退職金の支払いが発

生する場合は、所得税納付時の計算書に

記載が必要となります 

退職所得の源泉徴収票・

特別徴収票 

① 税務署 

② 退職者 

① 退職後 1 ヶ月

以内または翌年

1/31 まで 

② 退職金支給時 

・共済会にて代行作成します 

退職所得の源泉徴収票 

合計票 
税務署 翌年 1/31 まで 

・「給与所得の源泉徴収票等の法定調書

合計書」内に項目有り 

相 

続 

税 

退職手当金等 

受給者別支払調書 

税務署 
送金日の翌月 

15 日まで 

・支払調書と合計表は合わせて税務署へ

提出 退職手当金等 

受給者別支払調書 

合計表 

住 

民 

税 

（※） 

退職所得申告書 税務署 退職金請求時 
・所得税部分の「退職所得の受給に関す

る申告書」と同一 

市民税・道民税 

納入申告書 

市町村 

道 

送金日の翌月 

10 日まで 

（納付特例を除く） 

・納付の手続きは住民税の納入書にて行

います 

退職所得の特別徴収票 

① 税務署 

② 市町村 

③ 退職者 

退職後 1 ヶ月 

以内 

・退職者が法人の役員でない場合は、市

町村への提出は不要 

・所得税と同じく、共済会が代行作成し

ます 

 

※ 住民税についても、地方税法に定める法定書類等の作成・提出が必要となりますが、申告手続等の簡

略化のため、所得税法に定める法定書類等と同一になっています。 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.18 

（１）所得税 

① 退職所得の受給に関する申告書 

退職一時金は税法上“退職所得”に区分され、「退職所得の受給に関する申告書」の作成を以って、

非課税（退職所得控除額の範囲内の場合のみ）として取り扱われます。 

申告書は“退職手当の支払者”が税法上定められた期間保管するものとなっており、共済会の退

職金制度においては“法人が保管する書類”となります（共済会へのご提出は不要です）。 

 

＊ 参考：国税庁 HP より抜粋 

“～、その申告書等の提出期限の属する年の翌年 1 月 10 日の翌日から 7 年間保存する必要があります。” 

 

＊ Point ～申告書が不要なケース～  

・死亡退職の場合・・・・・・・・・退職所得でなくなるため 

・加入期間が 1 年未満の場合・・・・職員出資金の返戻のみのため 

上記 2 例の場合、申告書の作成が不要となります。 

 

＊ 退職所得の受給に関する申告書 

 

 

     部分 

 法人の情報を記載します 

 （＝退職手当の支払者） 

 

 

     部分 

 退職者の情報を記入します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.19 

② 退職所得に係わる源泉徴収義務 

退職手当等支給者（＝法人）は、退職金支給の際に所得税を徴収し、その徴収の日の属する月

の翌月 10 日（納期の特例を受けている場合には年 2 回、7/10、1/20）までに納付しなければなら

ない、とされています。 

前ページ①の申告書を作成することで、退職所得控除額の範囲内であれば非課税となります

が、控除額を超えた分については課税対象となります。 

なお、共済会の退職金制度分のみで税額が発生するケースはほとんどありませんが、共済会分

以外に法人独自での支給がある場合は該当となる場合があるので、税額計算にご注意ください。 

 

＊ Point ～控除額を超えた場合の対応～  

共済会は“退職金の支払者”ではないため、税額を控除することができません。 

そのため、法人独自の退職金制度があり、共済会分と合算すると控除額を超えるような場合は、法

人にて源泉徴収が必要となります。 

なお、医療機構の制度に加入している職員で、共済会分＋医療機構分の退職一時金額が控除額を超

えた場合は、福祉医療機構にて源泉されています。 

 

＊ 給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（納付書） - サンプル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

源泉徴収した税額は、毎月の給与所得に係わる源泉徴収税額と同時に納付して下さい。 

なお、退職所得控除額を超えずに納付税額が 0 円となった場合でも、退職手当等の欄に、支払

年月日、人員、支給額の記載が必要となります。 

また、同月中に 2 回以上の支払いがあるときは支払年月日欄にその月の最初の支払日と最後の

支払日とを記入して下さい。 

 

【記入箇所】 

※ 納付税額が 0 円の場合・・・・・    枠内のみ記載 

 

※ 納付税額が発生する場合・・・・    枠内＋    枠内も記載 

 

 

 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.20 

③ 退職所得の源泉徴収票 

退職手当等の支払者は、「退職所得の源泉徴収票」を 2 通作成し、1 通を税務署長宛、もう１通を

退職者に交付することになっています。 

共済会の退職一時金については、共済会が代行作成して退職者に送付しており、法人は税務署へ

の提出のみ必要となります。 

※ 本人分の通知を法人宛に送付依頼している場合などは退職者宛に送付が必要となります。 

 

提出期限は退職後 1 ヵ月以内となっていますが、１年分の源泉徴収票を取りまとめて翌年 1 月 31

日までに提出しても差し支えありません。なお、退職者が法人の役員でない場合には税務署へ提出

する必要はありません。 

福祉医療機構に加入していた職員については、機構分の退職手当金請求書に共済会が代行作成し

た源泉徴収票を添付して、共済会から福祉医療機構に送付しています。 

共済会と機構以外の退職金制度（中退金・内部規程）で退職金の支給がある場合は、支払順序に

よって源泉徴収に影響がありますので、事前に共済会へ必ず連絡してください。 

 

＊退職所得の源泉徴収票・特別徴収票 - サンプル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 退職所得の源泉徴収票合計表  

退職所得の源泉徴収票を提出する際には、合計表を添えて提出することになっています。 

提出先は市町村経由、所轄税務署長、提出期限は翌年 1 月 31 日までです。 

 

＊ 給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計票 - サンプル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅴ.会計処理と税務処理 / P.21 

（２）死亡退職時の相続税について 

死亡退職金は“相続税の課税対象”と区分されており、所得税に定められている前項（１）①～④

の手続きは一切必要ありません。 

対して、相続税法上で定められている法定書類の作成と提出手続は次のとおりです。 

 

① 退職手当等受給者別支払調書 

② 退職手当金等受給者別支払調書合計表 

退職手当金等の受給者別に「退職手当金等受給者別支払調書」を作成し、「退職手当金等受給者別

支払調書合計表」を添付の上、支払った日の属する月の翌月 15 日までに、所轄税務署長に提出しな

ければなりません。 

ただし、100 万円以下のものについては提出不要です。 

 

 

＊ 退職手当金等受給者別支払調書 - サンプル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 退職手当金等受給者別支払調書合計表 - サンプル 
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